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若者雇用を取り巻く現状

　有効求人倍率の上昇や失業率の低下等、雇用指標の改善傾向が続くなか、企業の人手不足は一段と深刻
化を増している。帝国データバンクが２月に発表した「人手不足に対する企業の動向調査」によると、正
社員が不足と回答した企業割合は51・1％と半数超、非正社員が不足と回答した企業割合も34・1％で、と
もに不足感が強まっていた。こうした求職者に明るい環境のなかにあっても、15～34歳で就労や就学、
家事のいずれもしていない「若年無業者」は、総務省「労働力調査」の直近の数字（2017年）で約54
万人存在している。量的な変化だけでは捉えられない若者の問題にスポットを当てた当機構の労働政策
フォーラムや、北東アジア労働フォーラムでの中国と韓国の研究者の報告などから、若者の雇用対策のあ
り方を探る。

若者雇用を取り巻く現状

労働政策フォーラム 若者雇用の質的変化を考える
――景気回復下における若年者の働き方の変容

　2003年に策定された若者自立・挑戦プランから約
15 年が経過した。労働政策は不安定化する若年雇用
に対して様々な取り組みを行い、2016年には若者雇
用促進法が施行された。ここ数年は景気が回復局面に
入り、非自発的な非正規労働者数は減少しているが、
この量的減少は若者問題の解消を意味するのであろう
か。JILPTが１月23日に開催したフォーラムでは、量
的な側面だけでは捉えられない若者問題の質的な変化
に着目し、政策担当者、研究者、実践者が議論した。
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　現在、若年者雇用はマクロ的には良好と言われてい
ますが、果たして若者問題は本当に解決されているの
かということを、改めて考えたいというのが本日の
フォーラムの狙いです。
　質的な面から見ると、否定せざるを得ないというの
が個人的な意見であり、同じように考えておられる方
も多いのではないでしょうか――。若者は景気循環に
左右されがちな存在です。現在の（売り手市場の）よ
うな状況が未来永劫続くわけではありませんので、若
者問題を考える時には長期的な視点が欠かせません。
　ここで、2001年から当機構が実施している「若者
のワークスタイル調査」から見えてきた質的な課題を
５点指摘したいと思います。

「若者ワークスタイル調査」から見えて
きたこと

　第１は、若者の急激な高学歴化に伴い、若者の労働
力構成が大きく変化しており、そのインパクトを私た
ちがまだ理解していないのではないかという点です。
若者の高学歴化は、1990年代後半から急激に進んで
きました。1960年代に新規学卒者が中卒から高卒に
代わり、若者の意識が大きく変容したことで、例えば
企業も人事管理の変更を余儀なくされたということは、
ご存じのとおりです。私たちは、90年代以降の若者
の高学歴化のインパクトがどのように及んでいくのか
ということについて、まだ十分に認識していないよう
に思います。
　第２は、中退問題が挙げられます。とりわけ高校中
退の問題は、教育問題だけで捉えることは難しく、複
合的なリスクが当事者に降りかかっています。そして
中退問題は、景気が回復してもなかなか改善しないと
いうこともよく知られています。
　第３は、早期離職の問題です。現在は景気が回復し
て早期離職率は下がっていますが、当機構の調査によ
ると、早期離職率は下がっているものの、早期離職の
理由が変わってきていることが見えてきました。かつ
ては「仕事が自分に合わない」などという理由で離職

する割合が非常に高かったので
すが、最近では、労働条件を挙
げる若者が多くなっています。これは、マッチングが
向上したので、労働条件による離職が相対的に増えた
ためかもしれませんし、労働条件が悪化しているのか
もしれません。このあたりは、実はよく分かっていな
いというのが現状です。
　第４として、そもそもの若者支援というのは、現在
40代に達している就職氷河期世代のために策定され
たものでしたが、当時の若者も今は中高年になってい
ます。こうした人たちの支援は、若者問題の延長とし
てあり得るのか、あるいは中高年問題として改めて捉
えるべきなのか――。こうした問題についても今後、
議論をしていくことになると思います。
　そして第５として、非正規シングル女性の問題があ
ります。これまで非正規シングル女性の問題というの
は、結婚によって解決されると考えられていた部分が
ありました。しかし40代にもなると親の介護が必要
になるなど、彼女たちを取り巻く環境が大きく変化す
るなかで、経済的自立の問題が浮上してきました。こ
の問題についても、実はまだ実態が解明されていない
という状況にあります。

「若者自立・挑戦プラン」から15年

　2003年に「若者自立・挑戦プラン」が策定された
頃を振り返ると、試行錯誤を繰り返し、いわば暗中模
索の状況で進んできたように思いますが、当時は希望
と熱気にあふれていました。あれから15年が経ち、若
者支援は多くの経験を積み、成熟してきたと認識して
います。しかしながらその過程で置いてきてしまった
ものはなかったのか、そしてかつてと比べると、私た
ちはそれほど楽観的な見通しを持てなくなっているの
ではないか――。本日のフォーラムは、ここに若者支
援の関係者が集い、「若者自立・挑戦プラン」からの
15年間の軌跡を省みるとともに、現在の到達地点を改
めて確認し、これからの進むべき方向を見つけていく
――そうしたフォーラムになることを期待しています。

若者支援、この15年を振り返る
JILPT主任研究員  堀　有喜衣

問題提起
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統計から見えにくい若者の存在

　まず、若者を取り巻く雇用の現状と課題を確認した
いと思います。若年労働力人口（15～34歳）は2008
年に2,000万人を下回るとともに、総労働力人口に占
める割合が30％を下回り、2016年時点で1,720万人
（25.8％）と減少傾向が続いています。学歴別に見
ると、高卒就職者数と大卒就職者数が逆転した1998
年以降、大卒が大幅に伸びて高卒は大幅に減少。現在
は大卒就職者約43万人、高卒就職者20万人弱となっ
ています。ただし一年齢人口が100万人強ですから、
この統計には含まれていない専修学校卒就職者、ある
いは中退者などの、様々な若者が存在しているという
点に留意が必要です。

「世代効果の補正」が大きな政策課題に

　若者労働市場における最も特徴的な雇用慣行として、
新卒一括採用が挙げられます。学校から社会への円滑
な移動の基盤であると同時に、世代という捉え方をし
た場合、卒業時の経済環境により受けた影響がその後
も残存しやすいという側面もあります。新規学卒者の
求人倍率を見ると、概ね1993年から2004年までの就
職氷河期と、2011年から14年までのリーマン・ショッ
クの時期での落ち込みが大きく、こうした「世代効果
の補正」が今、政策的に大きな課題となっています。
　雇用環境が好転する現在、高卒と大卒の就職率はど
ちらも100％に近づいていますが、それとは裏腹に一
定数の未就職卒業者が存在することも事実です。希望
する就職に至らず、不本意ながら留年をしたり他の選
択をするなど、就職実現に向け困難を抱えている層が
存在しているということをご認識いただければと思い
ます。
　世代効果または履歴効果の補正という意味で、現在
私どもが注力していることは、卒業後３年以内の既卒
者については、職業経験が十分でなかったとしても新

卒と同じ扱いで募集や採用の対象とするという取り組
みです。これにより新卒扱いでの募集の対象とする企
業が増え、相当程度定着してきていますが、採用につ
いてはまだまだ少ないのが現状です。

労働条件に起因する早期離職が増加

　新卒労働市場について語る時、必ずその議論の対象
となる若者の早期（就職後３年以内の）離職について
は、現在高卒で約４割、大卒で約３割となっており、
特に１年以内の離職率が高くなっています。かつては
若者の職業意識上の問題による安易な離職という見方
が多く、今日でもそのような側面は一定残っていると
思われますが、実際の離職理由を把握したところ、労
働条件面等に起因した離職が相当程度あることが判り
ました。こうしたことを踏まえ、就職前の段階での様々
な情報制約による、ある種のミスマッチが離職の一因
になっているのではないかといった議論も進めている
ところです。
　近年の経済状況の好転下で若年失業率は大幅に改善
していますが、特に不本意な非正規という観点から見
ると、他の指標ほど劇的には改善しておりません。さ
らに今、大きな問題意識を持っているのが、就職氷河
期世代の就労状況です。若年層の不安定就労について
は比較的順調に改善してきていますが、就職氷河期に
相当する現在30代後半から40代前半の不安定就労層、
そして無業者については必ずしも減少していない、と
いうことが直近データから確認されています。

若者雇用促進法の制定

　次に、2015年に制定された若者雇用促進法につい
てご説明させていただきます。それまでの雇用対策法
制の枠組みにおいては、雇用の実現に課題を抱えてい
るとされる高齢者や障害者、女性といった対象者別の
雇用対策法が整備されていました。一方、若者につい
ては、全体としてパフォーマンスが高いことから、一

若年雇用の質的変化を踏まえた 
若年雇用対策の現状と展望

厚生労働省　人材開発統括官付参事官（若年者・キャリア形成支援担当） 
伊 藤　正 史

基
調
講
演
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般対策を丁寧に運用する
ことで対応が十分可能で
あるという基本認識が長
年あったわけですが、就
職氷河期世代の問題等が
顕在化するなかで、政府
を挙げての取り組みが必
要ということになり、
2003年に「若者自立・
挑戦プラン」が策定され
ました。そして今般の若
者雇用促進法の制定につ
いては、若者の非正規雇
用問題の顕在化や社会的
議論を踏まえた支援強化
の必要性の高まりが、い
わば閾値を超えたがため
に、法制化に至ったものと、私自身認識をしていると
ころです。

若者労働市場の「見える化」を

　若者雇用促進法は、①職業情報の積極的な提供、②
ハローワークにおける求人不受理、③ユースエール認
定制度、の三本柱から成り立っています。
　全体を通して同法が企図するところは、若者労働市
場がより効果的に機能する前提となる、正確な情報の
流通を促進していくことです。「ポジ情報」をしっか
り市場へ発信させるとともに、問題のある事業所の求
人をブロックすることで、新卒等若者労働市場の「見
える化」を進めていく――。
　施行から概ね２年前後という段階ですが、「職業情
報の積極的な提供」については、昨年ハローワークの
学卒求人を点検するなかで、99％の学卒求人で同規
定が履行され、残りのほとんども是正している状況で
す。「ハローワークにおける求人不受理」については、
労働基準法、雇用機会均等法、育児・介護休業法等に
関わる違反求人の不受理というものですが、昨年の一
定時点で約200事業所がその対象になっていました。
さらに、若者の採用・育成に積極的に取り組み、一定
条件を満たす「ユースエール認定企業」については、
直近で全国約300社が認定対象になっています。こう
した若者雇用に熱心な中小企業を今後、どのように開

拓し、その情報を流通させていくかが大きな課題だと
考えています。

これまでの支援との相乗効果を発揮して

　以前から取り組んでいる若者の就職支援対策につい
ては、対象を「新卒者等」と「フリーター等」に大き
く二分することができます。前者は全国の「新卒応援
ハローワーク」が中心となり、後者は「わかものハロー
ワーク」等が中心となって、キャリアコンサルタント
資格などを備えた専門家を配置し、担当制のきめ細か
な個別支援を行っています。
　「新卒応援ハローワーク」では全国ネットワークを
活かし、大学等での専攻分野以外または地元以外の就
職という視野も含め、丁寧に就職を支援していますが、
大卒就職希望者のなかに、かつての高卒就職希望者に
類した課題を抱えた若者も相当数いるであろうという
ことを前提とし、これまでにハローワークが培ってき
たノウハウや職業適性検査なども活用したキャリア支
援を行っています。今後は、若者雇用促進法と相まっ
て、これらの支援を一層強化すべきものと考えていま
す。

氷河期世代の正社員就職を強力支援

　今後の重要な課題として、若年期に正社員就職に至
らず、十分な職業経験を積めないまま30代半ばを超

① 職場情報の積極的な提供（平成28年３月１日施行）
新卒段階でのミスマッチによる早期離職を解消し、若者が充実した職業人生を歩んでいくため、労働条件を的確に伝えることに

加えて、若者雇用促進法において、平均勤続年数や研修の有無及び内容といった就労実態等の職場情報も併せて提供する仕
組みを創設した。

② ハローワークにおける求人不受理（平成28年３月１日施行）
ハローワークにおいて、一定の労働関係法令違反があった事業所を新卒者などに紹介することのないよう、こうした事業所の新

卒求人を一定期間受け付けない仕組みを創設した。

③ ユースエール認定制度（平成27年10月１日施行）
若者雇用促進法において、若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業について、厚生労働

大臣が 「ユースエール認定企業」として認定する制度を創設した。

※職場情報については、新卒者の募集を行う企業に対し、企業規模を問わず、(ⅰ)幅広い情報提供を努力義務化、(ⅱ)応募者等から求めがあった場合は、
以下の３類型ごとに１つ以上の情報提供を義務としている。
➢ 提供する情報：（ア）募集・採用に関する状況、（イ）職業能力の開発・向上に関する状況、（ウ）企業における雇用管理に関する状況

若者雇用促進法
（「青少年の雇用の促進等に関する法律」）

○労働基準法と最低賃金法に関する規定について、
（１）１年間に２回以上同一条項の違反について是正勧告を受けている場合
（２）違法な長時間労働を繰り返している企業として公表された場合
（３）対象条項違反により送検され、公表された場合

○男女雇用機会均等法と育児介護休業法に関する規定について
（１）法違反の是正を求める勧告に従わず公表された場合

➢ 不受理の対象：

＜認定マーク＞

➢メリット ：ハローワーク等によるマッチング支援、助成金の優遇措置、日本政策金融公庫による低利融資などを受けることができる

※職業紹介事業者においても、ハローワークに準じた取扱いを行うことが望ましいことが若者雇用促進法に基づく事業主等指針によって定められた。

➢認定基準：・若者の採用や人材育成に積極的に取り組む企業であること
・直近３事業年度の新卒者などの正社員として就職した人の離職率が20％以下
・前事業年度の月平均の所定外労働時間、有給休暇の平均取得日数、育児休業の取得対象者数・取得者数（男女別）について
公表している 等

若者雇用促進法の主な内容

若者の雇用の促進等を図り、その能力を有効に発揮できる環境を整備するため、若者の適職の選択並びに職業能力の開発及
び向上に関する措置等を総合的に講ずる「勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律」が、平成27年９月18日に公布され、同
年10月１日から順次施行されている。
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えて離転職を繰り返しているような、就職氷河期世代
を含めた不安定就労状態にある方々への支援が挙げら
れます。こうした「長期不安定雇用者」に対する正社
員化を強力に支援する必要があるという認識に立ち、
厚生労働省では「就職氷河期世代等正社員就職実現プ
ラン」を策定しました。非正規のなかでも特に「長期
不安定雇用者」は、安定した就職を実現するのが困難
であろうことから、「わかものハローワーク」等にお
いて情報提供から職業訓練、トライアル雇用などを
個々の対象者ごとにパッケージ化して集中的に支援す
ることとしています。それとともに、ニートや若者の
自立支援の拠点である全国各地の地域若者サポートス
テーションにおいて、40代前半層に対するモデル的
な支援活動のメニューを盛り込み、よりきめ細かな事
業展開を行うこととしております。

若者雇用対策の方向性 
　――雇用の質的側面により着目した対策を

　近年、若者の雇用改善が進み、代表的な統計を見て
もパフォーマンスが上がっているため、「若者雇用問
題は大きな山を越したのではないか」などという声が
ないわけではありません。それに対し、本日のテーマ
である若者雇用の質的な課題、または統計上見えにく
い課題や実相について、各方面の協力を得ながら可能
な限り抽出し、質的側面により着目した雇用対策を展
開していくことが、私ども行政のミッションだと考え
ています。

政府方針でも課題を明示

　政府の「ニッポン一億総活躍プラン」の中でも、非
正規雇用の若者等を対象とした正社員就職支援の強化、
および中退者やニート、引きこもりなど、より重篤な
課題を抱えた若者に対する切れ目ない自立支援の取り
組みの強化が謳われており、同プランに基づいて「サ
ポステ」事業では、一旦途絶された高校等との連携に
よるアウトリーチ型の支援プログラムに、別の形で改
めて着手しているという点もご報告したいと思います。
　さらに2017年に取りまとめられた「働き方改革実
行計画」の中でも、若者雇用全体に関わる課題として、
高校中退者等に対する支援の充実と、若者が希望する
地域で働けるような環境整備の提供という観点から、
地域限定正社員などの雇用形態での採用活動の普及と

いった方向性も示されています。

今後の施策展開に向けた問題意識

　現在、私どもは、働き方改革やワーク・ライフ・バ
ランスという観点で若者雇用対策のブラッシュアップ
を目指しております。生き方・生活の基盤という意味
では、前述のとおり希望する地域においてキャリア展
望が見えるような働き方の実現が、まさに質的観点か
ら非常に重要な課題であると認識しています。さらに、
「人生100年時代」における若者雇用――初職選択と
そのための学卒市場――の意味づけの明確化が求めら
れている。職業選択のスタート地点としての重要性を
再評価した上で、同時に履歴効果が補正可能な、時間
軸を伴った施策展開が必要ではないか、というのがマ
クロから見た問題意識です。
　そして、より実務的な課題にも言及するならば、支
援メニューは様々あるけれど、関係者に十分行き届い
ていないのではないかという反省もあります。した
がって、中央と各地域でそれぞれ施策が行き届くよう
な効果的な広報活動が非常に重要です。
　また、支援対象者の抱える課題が多様化するなか、
各支援機関の専門性の向上とネットワークの一層の稠
密化を図っていくことが必要であり、労働市場への円
滑な移行を考えた場合、とりわけ学校教育との連携が
重要だと考えています。
　企業については、採用・雇用の受け皿であると同時
に、例えば職場体験の機会提供など、若者雇用に関わ
る支援のリソースとしても大変貴重であるため、こう
した企業の協力をどのように得ていくのか、という課
題もあります。
　さらに、各施策の目標管理・パフォーマンス管理に
ついても、よりきめ細かくあらなければならない。雇
用対策ですので、最終的には就職・正社員就職という
結果で成果が測られることは避けようがありませんが、
より困難な課題を抱える若者にアプローチをする場合
は、支援の段階を一つずつ上がっていく各プロセスに
ついて、きめ細かく評価していくような仕組みが重要
ではないか、という問題意識を持っています。
　このように、学校卒業時のマッチンクだけにとどま
らず、長いキャリアという時間軸のなかで、これから
の我が国の産業活動と社会を支える若者の長期的かつ
ダイナミックな人材育成の観点から、我々が既に持っ
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ている多様な職業訓練やキャリア支援の政策手段を有
効に活用しながら、より効果的な若者雇用対策を展開
していくことが、私どもの使命だと考えています。

若者雇用対策の15年を振り返って

　「若者自立・挑戦プラン」が策定された翌年の2004
年、厚生労働省に初の若者雇用対策にかかる本格的な
組織として若年者雇用対策室が整備され、私自身、そ
の初代室長を務めさせていただいた後も、若者やキャ
リアに関わる業務に主に従事してまいりました。そう
した個人的立場から幾つか申し上げますと、まず、こ
の15年間をどう総括し得るかということです。元々
多くの個々人の関心であった若者の雇用問題が、自立
プラン以降の様々な取り組みなどを通じ、社会的また
労働市場政策上の極めて根幹的な課題だというコンセ
ンサスが得られ、さらに法制化を含め若者雇用推進を
安定的・継続的に行う基盤が構築されてきました。

個の存在と社会的課題の発見の歴史

　さらに個人的な見解を加えるならば、この15年間は、
若者雇用をめぐる社会的課題や、支援を必要とする一
人ひとりの存在の発見の歴史ではなかったのか、と感
じています。ニートなどがその典型ですが、これら個々
の要支援対象者は既存統計では把握しづらく、存在と
して見えにくい。そうした人たちの存在と、総体とし
ての社会的課題を発見し、それに順次アプローチをし
てきたのがこの15年間だった。では逆に、なぜそう
した存在が発見されたのか――。それは行政の努力だ
けではなく、学識の世界が既存データを掘り下げ、ま
たは諸外国の経験や知見を取り入れ、見えにくい存在
をデータやエピソードを通じて明らかにしてきたこと、
さらに支援現場の関係者によって支援対象者の実相と
有効なアプローチの事例発見が重ねられてきた成果だ
と考えています。そして行政、学識者、支援者のコミュ
ニケーションを通じて各々が認識を深め、ファクトに
基づく施策展開を通じ、社会的課題としての重要性を
明らかにしてきたプロセスが、この15年間だったと
思うのです。

関係機関のネットワークづくりが重要

　そうした認識のもとで、例えば、地域若者サポート
ステーション、子ども・若者育成支援推進法、キャリ
アコンサルタントの国家資格化なども、直接、間接に、
このテーマに関わる制度化であり、支援メニューは相
当整備されてきました。ただ、要支援者層が抱える困
難は、課題の多様性と複雑さにその本質の一つがあり
ます。それに対し、各々に対応する代表的な制度があっ
て、行政的にはそれぞれの主たる目的に応じた成果が
求められるという側面がある。
　こうした「デマケ」の考え方と、包括的・統合的ア
プローチとの間には、時にはコンフリクトを起こしか
ねない要素があります。それらをいわば「アウフヘー
ベン」する概念や取り組みの一つがネットワークなの
ですが、それを効果的に機能させるためには、各々の
基本的な役割を明確化した上で連携することが大切で
す。例えば、個人情報を共有するルールを整備する、
連絡方法の原則は決めておくなどの基本を定め、どこ
まで応用するかは互いの信頼関係のなかで運用してい
く。できればネットワークのハブが必要であり、大き
なテーマごとにハブ役をどこが担うかという大枠は整
理する。行政の役割とは、こうした施策全体が機能す
るためのリソースの確保とルール設定であり、さらに、
ルールを常にストレッチしていくというスタンスも必
要だと再認識しています。

◇　　　　◇　　　　◇
　前述のとおり、就職氷河期世代への支援については
若者雇用対策の延長線で対応していますが、これは施
策効率性という観点や、本来若年期に達成すべき発達
課題が未達成というケースが多数であるとの考え方の
もとで、一定合理的であると考えています。
　ただ同時に、社会通念上の若者を超えた方も同じ窓
口や機関で扱うことは、互いにコンフリクトを生じさ
せるかもしれないという懸念が決してないわけではな
い。それこそ、学識の力を借りながら、さまざまな施
策効果や世代・年齢効果などを峻別、抽出しながら、
就職氷河期世代に対する課題と有効なアプローチの明
確化を図るとともに、そこで得られたヒントが、直近
の「リーマン・ショック」世代にも一部当てはまるか
もしれない。そうした普遍化の営みも、ぜひこれから
重ねていきたいと思っております。


